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（単位：千円）■ 特別会計の歳入歳出決算額
■ 公有財産の状況

■ 町債現在高 （単位：千円）⑴土地及び建物 ⑵基　　金 （単位：千円）（単位：㎡）

■ 病院事業会計貸借対照表 （単位：千円）

特別会計・町債・公有財産等の状況

比率の名称
日　南　町

早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 １５．０％ ２０．０％

連 結 実 質 赤 字 比 率 ２０．０％ ３０．０％

実 質 公 債 費 比 率 ２５．０％ ３５．０％

将 来 負 担 比 率

令和4年度

－％

－％

７.２％

－％

令和3年度

－％

－％

６.８％

－％

令和2年度

－％

－％

７.０％

－％ ３５０．０％

会計名
日　南　町

経営健全化基準
令和４年度 令和３年度

法 適

病 院 事 業 会 計

－％ －％

２０．０％

法 非 適

簡 易 水 道 事 業 会 計

－％ －％下 水 道 事 業 会 計

－％ －％

再生可能エネルギー発電事業特別会計 －％ －％

※資金不足額がない場合は「－」と記載。

※ 実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は「－」と記載。

すべて基準を下回りました。

すべて基準を下回りました。■健全化判断比率

■資金不足比率

財政健全化判断比率等の算定結果

指標で見る

財政状況

日南町 令和３年度

日南町 令和４年度

89.8％ 0.16 12.1％ 6.8％

93.7％ 0.16 15.6％ 7.2％

日南町 令和２年度 93.7％ 0.17 13.7％ 7.0％

類似団体平均（令和３年度） 79.4％ 0.20 14.0％ 7.5％

自由に使えない資金の割合
70％～ 80％…大丈夫
81％～ 100％…注意
100％以上…危険

自主財源の指数
1に近くまたは超える
ほど余裕がある

15％～ 20％…要注意
20％以上…危険

実質的借金返済金の割合
18％未満…適正
25％以上…危険

【経常収支比率】　支出のうち人件費や扶助費、公債費、物件費など毎年必要とする経費を「経常経費」といいます。
また、収入のうち町税や地方交付税など毎年必ず入ってくる財源を「経常一般財源」といい、使いみちは自治体の裁量に
ゆだねられています。この経常財源のうち、経常経費に充てられる割合が経常収支比率となります。この比率が低いほど、
財源を活用できる自由度が高まることになります。

【財政力指数】　地方公共団体の財政力を示す数値で、指数が高いほど財源に余裕があるものとされており、１．００を超え
ると普通交付税の不交付団体となります。

【公債費負担比率】　一般財源総額のうち、公債費に充当（使用）した一般財源の割合です。借金の返済割合は高く推移し
ています。

【実質公債費比率】　一般会計の公債費に加え、特別会計等の公債費を加味して算定する比率で、この比率が１８％を超え
ると地方債の発行に国の認可が必要となります。

大丈夫

注意

「地方公共団体の財政の健

全化に関する法律（財政

健全化法）」により、令和

４年度決算に基づく健全化

判断比率・資金不足比率

を算定したところ左表の

とおりとなり、監査委員の

審査を受け、その意見を

付して９月定例議会へ報

告しました。

597,661

903,361

60,213

99,882

26,004

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

介 護 サ ー ビ ス 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

再生可能エネルギー発電事業

598,070

959,153

60,213

100,126

31,510

409

55,792

0

244

5,506

差　引歳　出会      計      名 歳　入

償還額

747,265

42,014

1,395

84,065

71,622

76,831

1,023,192

借入額

増　減　額

8,009,946

141,576

27,500

815,853

456,239

648,724

10,099,838

681,200

4,500

17,000

0

13,400

40,100

756,200

7,943,881

104,062

43,105

731,788

398,017

611,993

9,832,846

令和４年度末
現在高

令和３年度末
現在高

一 般 会 計

介護サービス事業

再生可能エネルギー発電事業

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

病 院 事 業

計

会      計      名
令和３年度末

4,318

289

9,177

4,117

43,597

0

11,960

73,458

0

0

0

0

0

0

0

0

7,853

0

17,309

25,666

660,721

14,934,432

991,587

16,637,568

7,853

0

17,309

25,666

660,721

14,934,432

991,587

16,637,568

増減高

4,318

343

9,177

4,117

43,597

0

11,960

73,512

令和４年度末

建物（延面積）

計

令和３年度末

0

54

0

0

0

0

0

54

増減高

そ の 他

その他の
行政機関

山 林

区　　分
土地（地積）㎡

令和４年度末

本 庁 舎

学 校

公 営
住 宅

その他

公
共
用
財
産

91,549

1,240

142,099

619

△37,002

198,505

増減額

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

その他特定目的基金

定 額 運 用 基 金

令和３年度末
現在高

2,482,390

733,299

2,767,858

608,420

493,129

7,085,096

2,390,841

732,059

2,625,759

607,801

530,131

6,886,591

令和４年度末
現在高

一
般
会
計

会      計      名

特 別 会 計 基 金

計

無形固定資産

投資

有形固定資産

固定資産 1,163,183

906,086

3,393,204

△2,487,118

0

652

256,445

1,528,559

1,365,338

160,094

3,127

0

2,691,742

資産の部

取得価格

減価償却累計額

建設仮勘定

固定負債

流動負債

企業債

引当金

未払金

その他流動負債

企業債

引当金

繰延収益

負債の部

536,662

536,662

0

150,329

75,331

48,331

26,167

500

124,840

現金・預金

未収金

貯蔵品

流動資産

繰延資産

資産合計

資本の部

負債・資本合計

資本金

剰余金

843,075

843,075

1,036,836

25,443

1,011,393

2,691,742

資本剰余金

利益剰余金

自己資本金

■ 下水道事業会計貸借対照表 （単位：千円）

無形固定資産

投資

有形固定資産

固定資産 2,072,593

2,072,593

5,373,060

△3,300,467

0

0

0

資産の部

取得価格

減価償却累計額

建設仮勘定

固定負債

流動負債

企業債

引当金

未払金

その他流動負債

企業債

引当金

繰延収益

負債の部

329,297

329,297

0

86,492

68,720

1,439

16,333

0

925,312193,647

190,343

3,304

0

0

2,266,240

現金・預金

未収金

貯蔵品

流動資産

繰延資産

資産合計

資本の部

負債・資本合計

資本金

剰余金

867,761

867,761

57,378

0

57,378

2,266,240

資本剰余金

利益剰余金

自己資本金

■ 簡易水道事業会計貸借対照表 （単位：千円）

無形固定資産

投資

有形固定資産

固定資産 2,150,741

2,146,291

4,636,440

△2,490,149

0

4,450

0

資産の部

取得価格

減価償却累計額

建設仮勘定

固定負債

流動負債

企業債

引当金

未払金

その他流動負債

企業債

引当金

繰延収益

負債の部

651,144

651,144

0

83,958

80,644

576

2,738

0

1,209,631101,527

95,645

5,882

0

0

2,252,268

現金・預金

未収金

貯蔵品

流動資産

繰延資産

資産合計

資本の部

負債・資本合計

資本金

剰余金

245,156

245,156

62,379

0

62,379

2,252,268

資本剰余金

利益剰余金

自己資本金

決算状況について、詳しくは
総務課財務室（TEL：82－1111）へ
お問い合せください。


